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ウェブクリエイティブ株式会社

2022
　（対象期間：２０２２年７月～２０２３年６月）

年度環境経営レポート

2023年10月4日
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□組織の概要

（１） 名称及び代表者名

ウェブクリエイティブ株式会社

代表取締役社長　石橋　史恵

（２） 所在地

　本　社：岡山県岡山市北区野田屋町２−１１−１９柳川Rビル３階

086-238-9802

（３） 事業内容

WEBサイトの企画・制作、動画の企画・制作

主要製品：WEBサイト、WEBサイト管理システム

（４） 事業の規模

売上高：　１10百万円（2022年度）　

受注件数： 600件

本　社

11名

215㎡

（５） 事業年度 7月～6月

□認証・登録の対象組織・活動

登 録 組 織 名 ：ウェブクリエイティブ株式会社

サ イ ト ：本　社

対 象 外 ：なし

活 動 ：WEBサイトの企画・制作、動画の企画・制作

従業員数　　　　

延べ床面積　　　

環境事務局

制作部Ａ 制作部Ｂ 企画提案部

代表者

環境管理
責任者

環境管理実施体制図
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□主な環境負荷の実績

単位 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

kg-CO2 23,356 23,771 20,493 19,229 19,298 16,893 19,651

kg 　- 144 144 144 144 144 192

㎥ 101 100 100 99 89 70 70

□環境経営目標及びその実績（評価）

基準年度 目標
（基準年比）

実績 達成率
（％）

評価 目標
（基準年比）

目標
（基準年比）

単位 (2016年）

kg-CO2 23,356 20,383 19,651 103.7 〇

単位 (2016年） 　

kWh 26,884 23,389 23,813 98.2 ×

（87％）

単位 (2020年）

ℓ 1,184 1,054 384 274.4 〇 88% 87%

（89％）

単位 (2020年）

ℓ 743 661 866 76.4 × 88% 87%

（89％）

単位 (2016年）

kg 144 144 192 75.0 × 100% 100%

（100％）

単位 (2016年）

㎥ 101 95 70 135.6 〇 93% 92%

（94％）

単位 (2016年）

社 12 60 60 100 〇 5.5倍 6.0倍

5倍

単位

時間 45 40 39 102.6 〇 40% 40%

（89％）

※電力の排出係数は0.694kg-CO2/kWh（2016年実績・2017年公表　中国電力、調整後排出係数）を使用しています。

項　目

二酸化炭素総排出量

一般廃棄物量排出量

水使用量

　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　　項　目

基準値 2022年度

（１）2022年度の目標と実績

2023年度 2024年度

0.694kg-CO2/kWh（2016年実績・2017年公表　中国電力、調整後排出係数）

電力使用量の削減 86% 85%

ガソリン使用量の削減

二酸化炭素排出量
（総量）の削減

軽油使用量の削減

一般廃棄物の削減

水使用量の削減

他社への業務効率化
ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化斡旋活動
（提案社数）

残業時間の削減
（平均残業時間）

7



基準年度
（2022年度）

単位

kWh 23,813

kg-CO2 12,764

ℓ 384

kg-CO2 891

ℓ 866

kg-CO2 2,234

60

39

一般廃棄物の削減

※電力の排出係数は、0.536kg-CO2/kWh（2021年実績・2023年公表　中国電力、調整後排出係数）を使用しています。

192

70

188

857

2,212

376

15,571 15,412

kg

時間

社

㎥

186

(現状維持) (現状維持) (現状維持)

72 78

(基準年比1.2倍) (基準年比1.3倍)

39

69 6869

39 39

66

(基準年比1.1倍)

849 840

2,190 2,167

190

二酸化炭素排出量
（総量）の削減

kg-CO2 15,889 15,730

軽油使用量の削減

380

882

電力使用量の削減

ガソリン使用量の削減

23,575

12,636

23,337 23,099

12,508 12,381

2023年度 2024年度 2025年度

目標
（基準年比　-1%）

目標
（基準年比　-2%）

水使用量の削減

他社への業務効率化
ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化斡旋活動
（提案社数）

残業時間の削減
（平均残業時間）

目標
（基準年比　-3%）

372

873 864

（2）新たな中長期目標（2023年度～2025年度）

　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　　項　目

基準値
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□環境経営計画（中期含む）及び取組結果とその評価、次年度の取組内容
◎よくできた　○できた　△あまりできなかった　×全くできなかった

達成状況

数値目標 ×

△

○

○

○

数値目標 〇

〇

◎

数値目標 ×

〇

〇

数値目標 ×

○

○

○

数値目標 〇

○

○

自動車燃料（軽油）の使用量削減

テレビ会議等の活用により、移動に伴う二酸化炭素排出量削減に努
めたが、年間を通じて目標達成には至らなかった。
次年度の目標については、基準年度の見直しを検討する。・アイドリングストップ

・他社へのテレビ会議等の斡旋し、移動に
よる二酸化炭素排出量の削減を目指す

取り組み計画 評　価（結果と次年度の取組内容）

電力使用量の削減

12月以降、月次、累計ともに目標達成とならなかった。
引き続き、空調温度設定区域、時間の最適化に取り組む。
次年度の目標については、基準年の見直しを検討する。・空調の適温化（冷房28度程度、暖房20度程度）

・空調を必要な区域や時間に限定して使用

・軽装（クールビズ）重ね着（ウォームビズ）

・不要な照明のOFF

自動車燃料（ガソリン）の使用量削減

テレビ会議等の増加により、移動による二酸化炭素排出量が削減で
き、目標達成出来ている。
次年度の目標については、基準年度の見直しを検討する。

・他社へのテレビ会議等の斡旋し、移動に
よる二酸化炭素排出量の削減を目指す

一般廃棄物の削減

外出が減り、社内の人数が増えた分、一般ごみの排出量（弁当ガラ
等）が増えた。
また、社内のペーパーレス化に加え、過去の資料等事務所内の整
理をしたため、排出量が増加し、目標未達成となった。次年度の目
標については、基準年度の見直しを検討する。

・分別の徹底

・シュレッダー廃紙のリサイクル化

・帳票見直しによる印刷物の削減

水使用量の削減

節水活動の効果もあり、目標達成できている。
引き続き、節水の表示等、節水活動に努めるが、コロナ禍なので強
要はしない。
次年度の目標については、基準年度の見直しを検討する。

・節水シールの貼り付けとポスター掲示

・現在の節水状態をキープ

・アイドリングストップ
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達成状況

数値目標 〇

○

○

◎

○

数値目標 〇

○

○

○

□環境関連法規等の遵守状況及び違反訴訟等の有無

法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りである。

　なお、関係当局よりの違反等の指摘は、過去３年間ありませんでした。

□代表者による全体の評価と見直し・指示

・制作物のチェック体制を強化し、品質向上

取り組み計画 評　価（結果と次年度の取組内容）

・品質向上し、戻りを減少させ、効率化を図る

他社への業務効率化（ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化斡旋活動）

新型コロナの影響もあり提案件数が増加しており、目標は大幅に達
成している。
引き続き、客先への提案を重点的に実施する。目標については、更
なる増加を目指して基準年の見直しを検討する。

・業務管理システムの開発

・データベース化斡旋

・システムやアプリによるペーパーレス斡旋

　環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。

二酸化炭素排出量（総量）、ガソリン、水とペーパーレス化の提案件数、残業時間の削減については、

目標を達成することが出来ました。一方、電力、軽油、一般廃棄物については空調温度適正区域、時

間の最適化等に取り組みましたが、目標未達成となりました。

　テレビ会議を活用した打合せ等、エコアクション２１認証取得時から比べ業務スタイルも変わってきて

いることから、次年度以降の目標は基準年度を2022年度実績に見直しします。

　「他社への業務効率化（ペーパレス化などの斡旋活動）」は事業活動そのものでもあり、引き続き拡

大していく予定です。

　SDGｓについては、お客様のSDGｓの取組支援をさらに進めていきます。

　環境経営方針、環境経営計画、実施体制については、内容は変更せず、引き続き、取組を進めてい

きます。

適用される法規制 適用される事項（施設・物質・事業活動等）

　廃棄物処理法 　一般廃棄物

　フロン排出抑制法 　業務用空調機器

・チャットワーク活用斡旋

　家電リサイクル法 　テレビ、冷蔵庫

　資源有効利用促進法 　モニター

残業時間の削減

業務を分業、効率化することができたこともあり、通年では目標達成
できた。引き続き希望有給休暇の確保や残業時間の管理を徹底し
ていく。
次年度の目標値は今年度実績を上限に設定し、業務委託等の実績
を踏まえ今後見直しを検討する。

・制作工程を見なし、効率化を図る
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